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都 市 整 備 局（旧都市計画局） 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）特別会計 

        都市開発資金会計 

  （３）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      都市整備局 

      （都市計画局は、平成１６年４月１日付組織改正により都市整備局として統合されたことから、 

   都市整備局で審査を行った。） 

    

  ３  審査の方法 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、都市整備局（旧都市計画局）執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 

  などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について 

  の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

  １ 決算計数について 

     審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

 ２ 事業執行等について 

   特に意見を付する事項はない。 
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第３  決算の概要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

   科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額  比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料      1,100,197       965,366 △   134,830     87.7 

国 庫 支 出 金      1,905,485       1,954,959       49,474     102.6 

 財  産  収  入       265,846         243,218 △   22,627      91.5 

 繰   入   金       1,483,280        1,480,975 △     2,304      99.8 

 諸   収   入   23,489,751      23,582,205    92,454      100.4 

 

      計   28,244,559      28,226,724 △    17,834     99.9 

 

       歳入は、第７款使用料及手数料ほか４款であり、予算現額２８２億４，４５５万余円、収入

済額２８２億２，６７２万余円、比較減額１，７８３万余円、収入率９９．９％である。 

       歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、建設業許可等の都市計画手数料       ９億６，５０９万余円 

   ・国庫支出金のうち、土地区画整理助成費等の国庫補助金        １６億１１５万余円 

   ・財産収入のうち、利子及び配当金                  ２億２，６６０万円 

・諸収入のうち、首都高速道路公団等からの都市計画費貸付金元利収入 

                  ２３４億２，４０２万余円 

である。 

       なお、第１２款諸収入（項：雑入）において収入未済額（３０万余円）、不納欠損額（４９

万余円）が生じている。 

 

     イ  歳 出                             （単位：千円、％） 

   科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

 都 市 計 画 費   132,111,213   105,008,788 19,899,000 7,203,425 79.5 

 

        歳出は、第５款都市計画費で３項１５目に区分し執行しており、予算現額１，３２１億１，

１２１万余円、支出済額１，０５０億８７８万余円、翌年度繰越額１９８億９，９００万円、

 不用額７２億３４２万余円、執行率７９．５％である。 

      主な執行内容は、 

   ・都市計画区域内における土地区画整理事業施行者に対する補助金等に要したもの 

          （項）都市計画費 （目）土地区画整理助成費       ８４億４，５９７万余円 
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        ・都市再開発法に基づく市街地再開発事業に対する補助金等に要したもの 

          （項）都市計画費  （目）市街地再開発事業助成費     １６億４，２４０万余円 

      ・地下高速鉄道建設助成等に対する補助金及び出資金等に要したもの 

           （項）都市計画費 （目）都市交通施設等助成費    ８０６億９，６０６万余円 

      である。 

        翌年度繰越は、繰越明許費で、主な内容は、首都高速道路公団に対する中央環状新宿線整備

事業に係る貸付金１１０億３，５００万円である。 

 

 （２）都市開発資金会計 

     ア  歳 入                                                     （単位：千円、％） 

科 目（款） 予  算  現  額 収  入  済  額 比較増(△)減  収 入 率 

 財 産 収 入       3,196,875        3,156,724 △      40,150 98.7 

 繰  入  金        6,452,000        6,225,264 △     226,735 96.5 

 諸  収  入           881            10 △         870  1.1 

 都     債        1,000,000            0 △   1,000,000 0 

 繰  越  金              1                0 △      1 0 

 

計       10,649,757        9,381,999 △   1,267,757 88.1 

 

       歳入は、第１款財産収入ほか４款であり、予算現額１０６億４，９７５万余円、収入済額９

３億８，１９９万余円、比較減額１２億６，７７５万余円、収入率８８．１％である。 

        歳入の主な内容は、  

   ・財産収入のうち、都市施設用地等の土地売払収入         ３０億８，９６５万余円 

   である。 

 

     イ  歳 出                                                     （単位：千円、％） 

  科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率  

用  地  費  10,649,757    9,381,999            0 1,267,757 88.1 

 

        歳出は、第１款用地費で１項３目に区分し執行しており、予算現額１０６億４，９７５万余

円、支出済額９３億８，１９９万余円、不用額１２億６，７７５万余円、執行率８８．１％で

ある。 

       主な執行内容は、 

・先行取得した用地に係る売払代金等の一般会計への繰出金に要したもの 

      （項）用地費  （目）一般会計繰出金         １４億８，０９７万余円 
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      ・都市施設用地の買収に係る借入金の元利償還に要したもの 

（項）用地費   （目）公債費会計繰出金              ７９億９８万余円 

      である。 

 

  ２  財産の管理状況 

      ア 財 産 

区   分 平成１５年度末現在高 平成１４年度末現在高 増（△）減  

１ 公有財産 

      土   地 

      建   物 

    無体財産権 

      有 価 証券 

 

 

 

      出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

         9,928.17 ｍ２ 

        19,002.37 ｍ２ 

 著作権      １ 件 

 株券 

   86,186,500,000 円 

 出資証券 

   27,065,681,500 円 

  192,356,590,200 円 

         ２３６ 点 

  637,899,529,974 円 

         9,928.17 ｍ２  

        19,002.37 ｍ２ 

 著作権      １ 件 

 株券 

   86,006,500,000 円 

 出資証券 

   27,065,681,500 円 

  183,373,590,200 円 

         ２３５ 点 

  618,090,311,981 円 

           0 ｍ２ 

             0 ｍ２ 

             ０ 件 

 

    180,000,000 円 

 

              0 円 

  8,983,000,000 円 

        １ 点 

 19,809,217,993 円 

 

        都市整備局（旧都市計画局）で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事

由は、 

・有価証券（株券）の増加は、首都圏新都市鉄道株式会社に対する出資によるもの 

・出資による権利の増加は、首都高速道路公団に対する出資によるもの 

・債権の増加は、首都圏新都市鉄道株式会社に対する貸付け等によるもの 

       である。  

 

      イ  債権のうち貸付金の年度末残高                                    （単位:千円） 

貸付金の種類（名称）   平成１５年度末残高  滞納（収入未済）額 

 首都高速道路公団貸付金   ２２６，５７２，４５１                ０ 

 東京都地下鉄建設株式会社貸付金   ２０１，１４９，６８３                 ０ 

 多摩都市モノレ－ル株式会社貸付金     ２７，５００，０００                 ０ 

 帝都高速度交通営団貸付金     ６７，１０８，９９５                 ０ 

 

 首都圏新都市鉄道株式会社貸付金   １１５，５６８，４００                 ０ 

 

合      計 ６３７，８９９，５２９                 ０ 

 


